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仙台農業振興地域整備計画の見直しについて 

 

【農業振興地域整備計画】 

優良な農地を保全するとともに、農業振興のための各種施策を計画的に実施するため、

「農業振興地域の整備に関する法律」（農振法）に基づき、市町村が定めている総合的な

農業振興の計画。 

 

１ 必要性 

（１）平成 20年 11月の計画見直し後８年経過 

（２）平成 29年度に宮城県作成「農業振興地域整備基本方針」等の見直しが予定され 

ており、基本指針に対応した市基本計画の見直しを行う事が必要 

 

２ 基本的な考え方 

  （１）国の農用地等の確保に関する基本指針、宮城県農業振興地域整備基本方針等の内

容を踏まえた見直しを行う。 

（２）仙台市基本構想、基本計画等の市の基本方針、農業施策の方向性（H28-32）、仙

台経済成長デザインの見直し内容等を踏まえ、平成 20年度計画策定時からの状況

の変化などに対応した計画の見直しを行う。 

（３）現行計画（平成 20年 11月見直し策定）の他、農業振興地域制度に関するガイド

ラインに示される方針を踏まえ、新たな「農用地区域の設定方針」について検討し、

農業振興地域内の農用地区域（農振農用地区域）の見直しを行う。 

 

３ 手法 

（１）検討委員会の設置 

  ①農政推進協議会のもとに「仙台農業振興地域整備計画検討委員会」を設置し、見

直し計画素案の検討を実施する（３回実施を想定）。 

  ②検討委員会で整理した見直し計画素案を、農政推進協議会で協議し、仙台市の計

画見直し案として決定する。見直し案の決定後、関係機関への意見照会、宮城県

への協議等を経て、平成 30年度内に計画見直しの完了を目指す。 

（２）検討委員会の構成員 

  ①農政推進協議会要綱第６条２項に従い、学識経験者、関係機関、関係団体等の役

職員のうちから市長が委嘱、任命する。 

  ②検討委員会の任期は、協議会から付託された事項の検討が終了するまでとする。 



                                      

 

 

別紙１ 

 

【想定スケジュール】 

 

平成 29年５～12月 

・農用地区域設定に向けた現況把握や基礎調査の実施 

・農用地区域設定方針の整理 

・計画素案の作成 

平成 29年７月 ・農政推進協議会① … 計画見直しについて 

平成 29年７月 
・仙台市議会経済環境委員会へ報告 

 … 見直し実施について 

平成 30年１月 ・農用地区域除外等の事前申出締切 

平成 30年２月 ・検討委員会①   … 見直しの方向性について 

平成 30年３月 ・農政推進協議会② … 検討状況の報告 

平成 30年４月 ・検討委員会②   … 計画素案について 

平成 30年４月 
・仙台市議会経済環境委員会へ報告 

 … 見直し検討状況について 

平成 30年５月 ・パブリックコメント（３週間程度） 

平成 30年６月 ・検討委員会③   … 計画素案について 

平成 30年７月 ・農政推進協議会③ … 計画案の決定 

平成 30年７月 ・関係機関意見照会 

平成 30年７月 
・仙台市議会経済環境委員会へ報告 

 … 計画案について 

平成 30年８～９月 ・宮城県あて事前協議 

平成 30年 10～11月 ・計画案の公告縦覧、異議申立期間 

平成 30年 12月 ・宮城県あて本協議 

平成 30年 12月 ・変更計画の決定公告 

 

 

 



                                      

 

別紙２ 

 

 【検討委員会（委員数：10名程度） 構成（案）】 

 

 

学識経験者 

仙台市農業委員会から推薦を受けた者 

仙台農業協同組合から推薦を受けた者 

仙台市土地改良区連絡協議会から推薦を受けた者 

仙台市経済局職員 

   

 

 

 


